
 

≪令和２年度予算の基本方針≫ 

（基本的な考え方） 
○ 令和２年度予算においては、「被災地の復旧・復興」、「国民の安全・安心の確

保」、「生産性と成長力の引上げの加速」及び「豊かで暮らしやすい地域づくり」

の４分野に重点化し、施策効果の早期発現を図る。 

○ とりわけ、気候変動の影響により頻発化・激甚化が懸念される自然災害や切

迫する巨大地震等から、国民の生命と財産を守ることは最重要の使命である。

このため、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を集中的に実施

するとともに、３か年緊急対策後も見据え、地方公共団体や民間と連携しつつ、

ハード対策・ソフト対策を一体化した防災・減災、国土強靱化の取組の加速化・

深化を図り、防災・減災が主流となる安全・安心な社会づくりを実現する。加え

て、戦略的なインフラ老朽化対策、通学路等における交通安全対策、戦略的海上

保安体制の構築に取り組む。 

○ また、東京オリンピック・パラリンピック後も持続的な経済成長を確保する

とともに、全国各地の地方創生を更に推進し、令和時代にふさわしい豊かで暮

らしやすい地域社会を実現することが重要である。このため、生産性の向上や

民間投資の誘発等のストック効果が高い社会資本整備の戦略的な推進、観光先

進国の実現、コンパクト・プラス・ネットワークの推進、ビッグデータや自動運

転等の新技術等を活用したスマートシティ・次世代モビリティの推進、誰もが

安心して暮らせる住生活環境の整備等に取り組む。 

○ これらの実施に当たっては、防災・減災、国土強靱化の取組や、消費税率引上

げに伴う需要変動対策を講ずるための臨時・特別の措置はもとより、令和元年

度補正予算を組み合わせて切れ目のない取組を進めていく。 

（社会資本整備のあり方） 

○ 社会資本の整備は、未来への投資であり、質の高い社会資本ストックを将来

世代に確実に引き継いでいかなければならない。既存施設の計画的な維持管理・

更新を図るとともに、中長期的な視点に立って、将来の成長の基盤となり、安全

で豊かな国民生活の実現に資する波及効果の大きな政策・プロジェクトを全国

各地で戦略的かつ計画的に展開していく必要がある。 

このためには、必要な公共事業予算の安定的・持続的な確保が不可欠であり、

ストック効果を重視した公共投資の推進により、国民の安全・安心や豊かな暮ら

しを確保するとともに、経済成長を図り、経済再生と財政健全化の双方を実現す

ることが重要である。 

（公共事業の効率的・円滑な実施等） 

○ 公共事業の効率的・円滑な実施を図るため、適正価格での契約、地域企業の活

用に配慮した適切な規模での発注等に取り組む。併せて、新・担い手３法も踏ま

え、中長期的な担い手の確保・育成等に向けて、国庫債務負担行為の活用等によ

る施工時期等の平準化、新技術導入や ICT等の活用による i-Construction の推

進、適正な工期設定等による週休２日の実現等の働き方改革に取り組む。 

○ また、限られた財政資源の中での効率的な事業執行に向け、地域のニーズを

踏まえつつ、情報公開を徹底して、投資効果や必要性の高い事業への重点化を

進めるとともに、地域活性化にも資する多様な PPP/PFI の推進により民間資金

やノウハウを積極的に活用する。 


